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中部地方整備局 河川部



再評価実施後一定期間が経過している事業

事業諸元 自然再生事業　1式

実施箇所 静岡県駿東郡清水町

該当基準

事業名
（箇所名）

狩野川総合水系環境整備事業
担当課 河川局河川環境課 事業

主体
中部地方整備局

中嶋　章雅担当課長名

事業期間 平成12年度～平成27年度

総事業費
（億円）

約10 残事業費（億円） 約4

事業の進
捗の見込
み

・柿田川では、行政・自然保護団体・学識者等で文化財指定に向け「柿田川保存管理計画」の策定が進められている。また、自然保護団体により
外来種駆除や清掃活動が活発に行われている。
　これら関係者と合意形成を図りながら進めており、事業実施にあたっての支障はない。

B-C 31

事業の効
果等

・外来種の駆除、堆積土砂の除去、多自然護岸の整備を行うことにより、貴重な生物が安定して生息・生育できる柿田川特有の自然環境の保全
が図れる。
・関係者が一体となって事業を進めることで、学識者や自然保護団体等の連携、ネットワークが強化され、一層の活用促進が見込まれる。

社会経済
情勢等の
変化

・柿田川沿川では、宅地化が進んでおり、樹林帯の荒廃、汚濁負荷の流入などが増加している。また、外来種の侵入や河道の土砂堆積など河川
環境の変化が見受けられる。
・柿田川は「史跡名勝天然記念物」として文化財への登録手続きが進められており、柿田川の自然環境に対する関心の高まりが予想される。

EIRR（％） 13

事業の進
捗状況

・平成23年3月末時点の進捗率は、事業費ベースで約60%であり、今後、堆積土砂の除去、外来種の駆除を行う。

B:総便益
(億円)

43

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成22年度

C:総費用(億円) 12

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・柿田川は富士山麓の湧水を水源とし、湧水環境に依存する貴重な生物が生息する特有の自然環境を形成しているが、倒木や法面浸食により
土砂が流出・堆積し、本来生息しない植物の繁茂や外来種の侵入など、柿田川特有の生態系に影響を与える課題が発生している．

＜達成すべき目標＞
・堆積土砂の除去、外来種の駆除などにより、湧水環境に依存する貴重な生物が安定して生息・生育できる柿田川特有の自然環境を保全・再生
すること。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：
・施策目標：

便益の主
な根拠

【内訳】
・自然環境の保全の効果による便益：43億円

【主な根拠】
・支払い意志額：301円/世帯･月
・受益世帯数：180,393世帯

B/C 3.6

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞

＜静岡県の意見・反映内容＞
　本事業は、狩野川流域の利用と保全の調和の取れた川づくりを目的としており、柿田川の自然再生を図るための重要な事業です。
　柿田川は、後世に残していく貴重な財産であり、その水の豊かさは広く知られていることから、今後も掘削土の処理方法や関係団体との連携等
によるコスト縮減の徹底とともに、効果が早期に発現されるよう事業の推進をお願いします。
　また、各年度の実施に当たっては、引き続き県と十分な調整をお願いします。

対応方針
理由

事業の必要性、事業進捗の見込み、コスト縮減、代替案の立案の可能性等、総合的な判断による。

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

・駆除対象としているオオカワヂシャは特定外来生物に指定されており、種子と根を含む堆積土砂の処理方法について厳しい規制がかけられて
いることから、地元自治体と連携・調整し、コスト縮減を図る。

対応方針 継続



狩野川総合水系環境整備事業　概要図

来

光

川

駿河湾

江浦湾

新城橋

日守大橋
石堂橋

狩野川放水路

松原橋

大門橋

神島橋

狩

野

川

柿

田

川

黄

瀬

川

柿沢川

27km

26km25km

24km

13km 14km

15km
16km

17km

18km 19km

20km

21km

22km

23km

0km 1km

2km
3km

4km

5km

6km

7km

8km

9km

11km
12km

千歳橋

場

川

永代橋

黒瀬橋

港大橋

御成橋

徳倉橋

大仁橋

狩野川大橋

香貫大橋

日ノ出橋

修善寺橋

三園橋

大

Ｎ

▽柿田地区自然再生

柿田川と樹林帯

備考期間計画内容箇所名

継続H12～H27湧水と生態系の保全
　

 ・堆積土砂の除去
 ・外来種の駆除
 ・護岸の緑化など

柿田地区自然再生



【費用便益算定シート】

基準(評価)年度 2010(H22)

供用年度 2016(H28)

社会的割引率 4%

（百万円）

便 益 ：　B 費 用
計 ③建設費 ④維持管理費 ③+④

ｔ 西暦 便益 実質価格 現在価値 実質価格 現在価値 ①+② 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値

-10 2000 1.021 1.480 250.0 255.3 377.8 250.0 255.3 377.8

-9 2001 1.046 1.423 112.0 117.2 166.8 112.0 117.2 166.8

-8 2002 1.061 1.369 80.0 84.9 116.2 80.0 84.9 116.2

-7 2003 1.061 1.316 48.0 50.9 67.0 1.0 1.1 1.4 49.0 52.0 68.4

-6 2004 1.057 1.265 50.0 52.8 66.9 1.0 1.1 1.3 51.0 53.9 68.2

-5 2005 1.051 1.217 45.0 47.3 57.6 1.0 1.1 1.3 46.0 48.4 58.9

-4 2006 1.040 1.170 0.0 0.0 0.0 1.0 1.0 1.2 1.0 1.0 1.2

-3 2007 1.027 1.125 0.0 0.0 0.0 1.0 1.0 1.2 1.0 1.0 1.2

-2 2008 1.000 1.082 0.0 0.0 0.0 1.0 1.0 1.1 1.0 1.0 1.1

-1 2009 1.000 1.040 0.0 0.0 0.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

0 2010 1.000 1.000 0.0 0.0 0.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

1 2011 1.000 0.962 25.0 25.0 24.0 1.0 1.0 1.0 26.0 26.0 25.0

2 2012 1.000 0.925 93.8 93.8 86.7 1.0 1.0 0.9 94.8 94.8 87.6

3 2013 1.000 0.889 93.8 93.8 83.3 1.0 1.0 0.9 94.8 94.8 84.2

4 2014 1.000 0.855 93.8 93.8 80.1 1.0 1.0 0.9 94.8 94.8 81.0

5 2015 1.000 0.822 93.8 93.8 77.1 1.0 1.0 0.8 94.8 94.8 77.9

6 2016 1.000 0.790 651.6 651.6 515.0 515.0 1.0 1.0 0.8 1.0 1.0 0.8

7 2017 1.000 0.760 651.6 651.6 495.2 495.2 1.0 1.0 0.8 1.0 1.0 0.8

8 2018 1.000 0.731 651.6 651.6 476.1 476.1 1.0 1.0 0.7 1.0 1.0 0.7

9 2019 1.000 0.703 651.6 651.6 457.8 457.8 1.0 1.0 0.7 1.0 1.0 0.7

10 2020 1.000 0.676 651.6 651.6 440.2 440.2 1.0 1.0 0.7 1.0 1.0 0.7

11 2021 1.000 0.650 651.6 651.6 423.3 423.3 1.0 1.0 0.6 1.0 1.0 0.6

12 2022 1.000 0.625 651.6 651.6 407.0 407.0 1.0 1.0 0.6 1.0 1.0 0.6

13 2023 1.000 0.601 651.6 651.6 391.3 391.3 1.0 1.0 0.6 1.0 1.0 0.6

14 2024 1.000 0.577 651.6 651.6 376.3 376.3 1.0 1.0 0.6 1.0 1.0 0.6

15 2025 1.000 0.555 651.6 651.6 361.8 361.8 1.0 1.0 0.6 1.0 1.0 0.6

6,516 6,516 4,344 0.0 4,344=B 985 1,008 1,204 23 23 21 1,008 1,032 1,224=C

総便益(億円) B
総費用(億円) C
費用便益費 B/C
純現在価値 B-C
経済的内部収益率

年次

整
備
期
間

施
設
完
成
後
の
評
価
期
間

（
1
0
年

）

年度
割引率 便益① 残存価値②ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ

43
12

3.6
31
13%

合　計



１．便益を計算する一般手法

○

本事業の主効果である堆積土砂
除去・外来種駆除などによる自
然環境の保全・再生効果は非利
用価値であり、非利用価値の評
価に対して適用事例が多いこと
から適用する。

・アンケートにおいて価格を直接的に質問する
ため、適切な手順・アンケート内容としないと
バイアスが発生し、推計精度が低下する。
・仮想的な状況に対する回答であるため、結果
の妥当性の確認が難しい。
・回答者の予算に制約があることを認識しても
らう必要がある。
・負の支払意思額を計測することができない。

・適用範囲が広く、歴史的・文化的に貴重
な施設の存在価値をはじめとして、原則的
にあらゆる効果を対象にできる。

アンケート調査により事業の効果
に対する回答者の支払意思額を尋
ね、これをもとに便益を計測する
方法仮想的市場

評価法
(CVM)

×

本事業の主効果が堆積土砂除
去・外来種駆除などによる自然
環境の保全・再生の一つであり、
比較できる複数の仮想状況（プ
ロファイル）を作成することが
困難であることから適用しない。

・適切な手順を踏まないとバイアスが発生し、
水系精度が低下するおそれがある。
・アンケートが複雑となり回答が得られにくい
おそれがある。

・適用範囲が広く、原則的にはあらゆる効
果を対象にできる。
・複数の項目について評価が可能
・マイナスの評価も可能

いくつかのプロファイルの組み合
わせから も良いと思われるもの
を選択してもらい、その選択結果
をもとに統計的に分析することで
定量的評価を行う方法

コンジョイ
ント分析

×

本事業の主効果は堆積土砂除
去・外来種駆除などによる自然
環境の保全・再生であり、柿田
川の自然環境が持つ多様な機能
をすべて代替することができな
いため適用しない。

・適切な代替財が設定できない場合は適用でき
ない。

・計算方法が理解しやすく、比較的簡易に
分析が可能。

評価対象とする事業と同様の便益
をもたらす他の市場財の価格をも
とに便益を計測する方法

代替法

×

当該地域における堆積土砂除
去・外来種駆除などによる自然
環境の保全・再生効果をふまえ
た便益の算出が必要であり、既
存事例の適用は事業特性が反映
できないため、適用しない。

・既存の類似する便益計測事例や適用可能な原
単位が必要。
・他事例に関する分析結果を用いるため、評価
対象事業固有の特徴の反映が困難。

・他事例に関する分析結果を用いるため、
比較的簡易に分析が可能。

既存の便益計測事例等から便益原
単位を設定し、便益を計測する方
法

便益移転
法・原単位

法

×

堆積土砂除去・外来種駆除など
による自然環境の保全・再生が
周辺の地価に影響する可能性は
低いことから適用しない。

・地方都市などでは、ヘドニック関数の推定に
必要な数の地価や、地価を説明するためのデー
タの収集が困難な場合がある。
・歴史的・文化的に貴重な施設の存在価値や、
広範囲に波及する地球環境の保全などの効果の
計測は困難。

・地価等に関する統計データから便益を算
出するため、分析方法や結果の妥当性を確
認しやすい。

事業のもたらす便益が地価に帰着
すると仮定し、事業実施による地
価の変化分で便益を計測する方法ヘドニック

法

×

貴重な水生生物が安定して生
育・生息できる環境が保全・再
生されることにより、研究や学
習の場として活用促進が期待さ
れ、これらの利用に対する評価
として適用することは可能であ
る。ただし、本事業の主効果で
ある自然環境の保全・再生効果
は、非利用価値であるため評価
できない。

・利用実態に関するデータ（事業がある場合と
ない場合の出発地別の来訪者数等）の入手が困
難な場合がある。
・レクリエーション行動に結びつかない価値（
歴史的・文化的に貴重な施設の存在価値など）
の計測は困難。
・複数の目的地を有する旅行者や長期滞在者の
扱い、代替施設の設定などの分析が困難。

・客観的なデータ（来訪者数、旅行費用な
ど）を用いて分析を行うため、分析方法や
結果の妥当性を確認しやすい。
・レクリエーション行動に基づく分析手法
であるため、観光地などのレクリエーショ
ンに関する価値の分析に適する。

施設を訪れる人が支出する交通費
や費やす時間をもとに便益を計測
する方法

旅行費用法
(TCM)

短所長所
適用の
妥当性

評価対象事業を踏まえた各手法
の適用可能性

各手法の一般的な特徴
内容手法

環境整備の便益計測手法としては、旅行費用法（ＴＣＭ）、ヘドニック法、便益移転法・原単位法、代替
法、仮想市場評価法（ＣＶＭ）がある。
本事業の便益を計測する手法としてはＣＶＭが想定される。



２．ＣＶＭ調査チェックリスト

本アンケート調査結果から、集計範囲の妥当性を検証

プレアンケート調査結果から集計範囲を設定
○

集計範囲の設定根拠を明らかにし、過大にならな
いように配慮して便益を推計したか

集計範囲の設定

・裾切を行っている

・平均WTPの算出にあたっては、ノンパラメトリック法、パラメト
リック法(効用差モデル)、パラメトリック法(生存分析)の 小値を
採用

抵抗回答や理解不足の回答は除外するとともに、世帯主及びそれに
準ずる回答者の回答のみを使用して平均ＷＴＰを算出した。

○

異状回答の排除を行い、過大にならないように支
払い意志額を推定したか。特に支払意志額の代表
値として平均を用いる場合は、 大支払提示額で
裾切りを行ったか

支払意志額の推定⑥便益の推計

回収率、および回答有効率から推定し、300を目標として設定した。
今回アンケートでは有効回答数は245票を確保し、分析を行ってい
る。

「河川に係る環境整備の経済評価の手引き【別冊】」(平成22年3月

河川局河川環境課)には、 低でも50票、できれば300票程度の回収

数が必要とある。

○分析に必要な標本数を確保したか標本数の確保⑤本調査の実施

本調査実施前に、インターネットアンケート調査を行い、帳票のわ
かりやすさや支払い意志額の幅について分析。帳票を修正後、本調
査を実施した。

○
プレテスト又は既存事例の確認を行い、本調査実
施前に帳票のわかりやすさ、支払い意志額の回答
の幅を確認したか

プレテストの実施又は既存事例の確認
④プレテストの実
施

アンケート用紙の他に事業の目的や概要について説明資料を添付。
整備前後の両方の状況をイメージ図や写真で示し、事業効果が過大
過小とならないよう工夫した。

○
事業の効果を過大に見せたり、悪化することが考
えられる要因を過小に見せたりせずに仮想的状況
を設定したか

アンケート用紙の他に事業の目的や概要について説明資料を添付。
整備前後の両方の状況をイメージ図や写真で示し、整備されない状
況・整備された状況がわかりやすくなるよう工夫した。

○
事業を実施する場合としない場合(あるいは継続す
る場合と中止する場合)の両方の状況を示したか

仮想的状況の設定

多段階二項選択方式を採用。○回答方式として二者選択方式を用いたか回答方式の設定

税金は強制力・抵抗感が強く、寄付金は温情効果が発生しやすいた
め、河川環境に関する便益計測で多く用いられている負担金による
支払い形態を採用。

○
複数の支払手段を比較検討した上で、回答者に
とってわかりやすくバイアスの小さい手段を設定
したか

支払手段の設定

支払意志額を尋ねている○受入補償額ではなく支払意志額を尋ねたか金額を尋ねる方法の設定③調査票の作成

各手法の長所、短所及び、対象河川の周辺地域の特性を踏まえ、今
回はインターネットアンケートを採用した。

郵送調査法、面接(訪問)調査法、インターネット調査法で比較。

○
複数の調査方法を比較検討した上で、母集団に対
する偏りが少ない調査方法を設定したか

調査方法の設定

インターネットによるプレアンケート調査結果から「対象河川利用
頻度と居住地区の関係」、「対象事業実施後の利用頻度と居住地区
の関係」等を分析し、調査範囲を設定した。

○
既存の調査事例やプレテストの結果等をもとに便
益の集計範囲を予想した上で、その範囲を含むよ
うに調査範囲を設定したか

調査範囲の設定②調査方法の設定

本事業は自然再生事業であり非利用価値が大きいため、CVMが妥当
であると判断。

非市場財の主な便益計測手法である、旅行利用法、ヘドニック法、
便益移転法・原単位法、代替法、仮想的市場評価法について、適用
の可否を比較検討。○

複数の便益手法を比較検討した上で、CVMの適用が
妥当だと判断したか

CVM適用可否の検討
①CVM適用の可否の
検討

チェック内容(考え方)check低限確認すべき事項(チェックポイント)内容手順



３．集計範囲の決定 １／２

▽調査範囲について

Ｈ２１プレアンケート結果より、利用頻度と居住地区の関係をみると、

・1ヶ月に1度以上訪れる方の居住地が「1～2km」・「5～10km」の

地点で、勾配が変化．

・10kmまでは増加傾向にあり、10kmを超えると勾配が緩くなる．

・10km地点を境に利用頻度が減少していると考えられる．

よって、10km地点が変化点であり、調査範囲を10km以内で設定．

増加傾向

ほぼ横ばい

10km地点を境に
利用頻度が減少

～参考～

▽利用者と居住地区の関係(Ｈ２１プレアンケート結果)

・年１回以上訪れる方は10km地点まで減少し、以降は約60％で推移．

・月１回以上訪れる方は10km地点まで減少し、以降は約20％で推移．

▽対象事業の効果と居住地区の関係(Ｈ２１プレアンケート結果)

・「事業を行ってよいことがあると思っている方」は広範囲(10km超)に

わたり５割を超えている．

減少傾向
ほぼ横ばい

※柿田川は知名度があり効果が広範囲に渡るため、利用頻度を調査範囲の
判断基準とする．



３．集計範囲の決定 ２／２

▽便益集計範囲について

・Ｈ２１プレアンケート結果「利用者と居住地区との関係」から、利用者の来訪頻度の変化点である１０ｋｍ圏を支払い意志額の集計範囲と想定．

・Ｈ２２本アンケート結果「利用者と居住地区との関係」もＨ２１プレアンケート結果と同様の傾向を示しており、１０ｋｍ圏を集計範囲と設定．

○
プ
レ
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果

○
本
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果

減少傾向
ほぼ横ばい

・年１回以上訪れる方は10km地点まで減少し、以降は約60％で推移する．

・月１回以上訪れる方は10km地点まで減少し、以降は約20％で推移する．

・年１回以上訪れる方は10km地点で、約60％．

・月１回以上訪れる方は10km地点で、20％弱．

・「事業を行ってよいことがあると思っている方」は広範囲(10km超)に
わたり５割を超えている．

・「事業を行ってよいことがあると思う」と回答している方は全区間で
約８割となっている．

利用者と居住地区の関係（本ｱﾝｹｰﾄ結果）

13%

13%

13%
2%

50%

50% 12%

12%

25%

20%
50%

41%
45%

30% 23%
37% 40%

1%2%
4%

16%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0～0.5km 0.5～1km 1～2km 2～5km 5～10km

① ほぼ毎日訪れる ② 週に1回くらい訪れる
③ 月に1回くらい訪れる ④ 年に1回くらい訪れる
⑤ 1年に1回未満（または行ったことがない）

対象事業の効果と居住地区の関係(本ｱﾝｹｰﾄ結果)

83%
75%

89%
80% 78%

17%
25%

11%
20% 22%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0～0.5km 0.5～1km 1～2km 2～5km 5～10km

よいことがあるとは思わない

よいことがあると思う



４．支払い意志額(ＷＴＰ)

柿田川沿川10km

柿田川

▽柿田川自然再生事業における世帯数の集計範囲

世帯数
伊豆の国市 14,323
三島市 43,432
駿東郡清水町 11,756

駿東郡長泉町 14,363

沼津市 71,862

裾野市 11,481

田方郡函南町 13,176

180,393
※H17年　国勢調査

市町名

合計

流
域
市
町

▽算定結果 (※パラメトリック分析(効用差モデル))

▽ＷＴＰ

301円／月・世帯

▽年便益

年便益＝301円×12ヶ月×180,393世帯

≒6.5億円/年

柿田川利用推進（効用差モデル）

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

- 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500

提示額(円/月・世帯）

累
積

賛
同

率

実績賛同率

推定賛同率

平均値　301円



５．費用便益算定シート
（１）費用便益シート

13%経済的内部収益率

31 B-C純現在価値
3.6 B/C費用便益費

12 C総費用(億円)
43 B総便益(億円)

1,224=C1,0321,0082123231,2041,0089854,344=B0.04,3446,5166,516合 計

0.6 1.0 1.0 0.6 1.0 1.0 361.8361.8651.6651.60.555 1.000202515

0.6 1.0 1.0 0.6 1.0 1.0 376.3376.3651.6651.60.577 1.000202414
0.6 1.0 1.0 0.6 1.0 1.0 391.3391.3651.6651.60.601 1.000202313
0.6 1.0 1.0 0.6 1.0 1.0 407.0407.0651.6651.60.625 1.000202212
0.6 1.0 1.0 0.6 1.0 1.0 423.3423.3651.6651.60.650 1.000202111

0.7 1.0 1.0 0.7 1.0 1.0 440.2440.2651.6651.60.676 1.000202010
0.7 1.0 1.0 0.7 1.0 1.0 457.8457.8651.6651.60.703 1.00020199

0.7 1.0 1.0 0.7 1.0 1.0 476.1476.1651.6651.60.731 1.00020188
0.8 1.0 1.0 0.8 1.0 1.0 495.2495.2651.6651.60.760 1.00020177
0.8 1.0 1.0 0.8 1.0 1.0 515.0515.0651.6651.60.790 1.00020166

施設
完成
後の
評価
期間
（10
年）

77.9 94.8 94.8 0.8 1.0 1.0 77.1 93.8 93.8 0.822 1.00020155
81.0 94.8 94.8 0.9 1.0 1.0 80.1 93.8 93.8 0.855 1.00020144

84.2 94.8 94.8 0.9 1.0 1.0 83.3 93.8 93.8 0.889 1.00020133
87.6 94.8 94.8 0.9 1.0 1.0 86.7 93.8 93.8 0.925 1.00020122

25.0 26.0 26.0 1.0 1.0 1.0 24.0 25.0 25.0 0.962 1.00020111
1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.0 0.0 0.0 1.000 1.00020100
1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.0 0.0 0.0 1.040 1.0002009-1
1.1 1.0 1.0 1.1 1.0 1.0 0.0 0.0 0.0 1.082 1.0002008-2
1.2 1.0 1.0 1.2 1.0 1.0 0.0 0.0 0.0 1.125 1.0272007-3
1.2 1.0 1.0 1.2 1.0 1.0 0.0 0.0 0.0 1.170 1.0402006-4
58.9 48.4 46.0 1.3 1.1 1.0 57.6 47.3 45.0 1.217 1.0512005-5

整備
期間

68.2 53.9 51.0 1.3 1.1 1.0 66.9 52.8 50.0 1.265 1.0572004-6
68.4 52.0 49.0 1.4 1.1 1.0 67.0 50.9 48.0 1.316 1.0612003-7

116.2 84.9 80.0 116.2 84.9 80.0 1.369 1.0612002-8
166.8 117.2 112.0 166.8 117.2 112.0 1.423 1.0462001-9
377.8 255.3 250.0 377.8 255.3 250.0 1.480 1.0212000-10

現在価
値

実質価
格

費用
現在価
値

実質価
格

費用
現在価
値

実質価
格

費用①+②
現在価

値
実質価

格
現在価

値
実質価

格
便益西暦ｔ

③+④
④維持管理費③建設費計残存価値②便益①

費 用便 益 ： B

割引
率

ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ

年度

年次

（百万円）

4%社会的割引率

2016(H28)供用年度
2010(H22)基準(評価)年度



５．細部資料
（２）調査アンケート票 １／７



５．細部資料
（２）調査アンケート票 ２／７



５．細部資料
（２）調査アンケート票 ３／７



５．細部資料
（２）調査アンケート票 ４／７



５．細部資料
（２）調査アンケート票 ５／７



５．細部資料
（２）調査アンケート票 ６／７



５．細部資料
（２）調査アンケート票 ７／７



事業の効
果等

・阻害要因となっている河床堆積土砂の撤去、魚道の機能改善を図ることにより、頭首工下流にとどまっているアユ等多くの回遊魚が遡上可能と
なる。

社会経済
情勢等の
変化

・櫛田川下流域では、近年の人口はほぼ横這い、土地利用は宅地面積が微増傾向であるが、大きな変化はみられない。
・櫛田川のアユを守るため、 下流にある取水堰下流にたまったアユをすくって取水堰上流に放流する取り組みが行われている。また、川の環境
を守るための清掃活動が盛んに行われている。

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成22年度
B:総便益
(億円)

31 C:総費用(億円) 2.1 EIRR（％） 45.9%

残事業費（億円） 約2

B/C 14.8

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・河川横断工作物に設置されている魚道において、段差の存在、魚道前面の土砂堆積などにより、河川の連続性（魚類の遡上環境）が阻害され、
アユ等多くの回遊魚が堰下流に留まってしまっている。

＜達成すべき目標＞
・河川の連続性（魚類の遡上環境）の阻害要因となっている河床堆積土砂の撤去、魚道の機能改善を図ることにより、アユ等多くの回遊魚の遡上
環境を改善する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：
・施策目標：

便益の主
な根拠

【内訳】
自然環境の保全・再生・創出の効果による便益：31億円

【主な根拠】
自然再生：支払い意志額：194円/世帯･月　　　受益世帯数：70,022世帯

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞

＜三重県の意見・反映内容＞
  本事業は、櫛田川の河川環境の整備と保全に必要な事業です。
　今後も引き続き、本県と十分な調整をしていただき、櫛田川水系河川整備計画に基づき、事業を推進していただきますようお願いいたします。

事業の進
捗状況

平成23年3月末時点で未実施。

事業の進
捗の見込
み

取水堰管理者（三重県企業庁）とも連携した取り組みであり、今後、事業を進めるにあたって大きな支障はないと考える。

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

（コスト縮減の可能性）
・撤去した土砂については、櫛田川河口部での海岸事業への有効活用をすることによりコスト縮減を図る。
・施設管理者と連携の上、効率的・計画的に事業を実施することによりコスト縮減を図る。

（代替案立案の可能性）
・新屋敷取水堰では工業用水が取水されており、利用実態を踏まえると堰の撤去はできない。
・他の魚道形式への改築は、コスト面、施設管理者との調整など課題が多く、実現には時間を要する。

対応方針
理由

本事業は、既設取水堰下流部の河床掘削及び魚道の改良によって、本来河川が持っている縦断的連続性を確保して生物の生息環境を改善す
るものであり、引き続き事業を継続する。

対応方針 継続

事業諸元 ・櫛田川自然再生事業　1式

事業期間 平成23年度～平成25年度

B-C 29

総事業費
（億円）

約2

事業名
（箇所名）

櫛田川総合水系環境整備事業
担当課 河川局河川環境課 事業

主体
中部地方整備局

担当課長名 中嶋　章雅

実施箇所 三重県松阪市

該当基準 再評価実施後一定期間が経過している事業



整備箇所位置図

櫛田川櫛田川

祓川祓川

佐奈川佐奈川

凡例

：再評価箇所

新屋敷取水堰

櫛田第2頭首工

櫛田第1頭首工

櫛田可動堰

櫛田川総合水系環境整備事業 概要図

松阪市新屋敷町
(新屋敷取水堰)

実施箇所

河床掘削
魚道改良

魚類遡上環境の
改善を図る。

魚道改善自然再生

内 容目 的事業名

魚道改善自然再生(H23～25)

魚道前面に土砂がたま
り、魚類が移動しにくい
環境となっている。

中央魚道
左岸魚道

魚類の移動が魚類の移動が
困難困難



【費用便益算定シート・櫛田川総合水系環境整備事業】
基準（評価）年度 2010(H22)
共用年度 2014(H26)
社会的割引率 4%

(単位：百万円）
年度 デフ 割引 便益：Ｂ 費用：Ｃ

レータ 率 便益① 残存価値② 計 建設費③ 維持管理費④ 計③＋④
自然再生 自然再生 自然再生

ｔ 西暦 便益 実質価格 現在価値 実質価格 現在価値 （①＋②） 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値

0 2010 1.000 1.000 0 0 0
1 2011 1.000 0.962 60 60 58 60 60 58
2 2012 1.000 0.925 70 70 65 70 70 65
3 2013 1.000 0.889 70 70 62 70 70 62
4 2014 1.000 0.855 163 163 139 139 1.3 1.3 1.1 1 1 1
5 2015 1.000 0.822 163 163 134 134 1.3 1.3 1.1 1.3 1.3 1.1
6 2016 1.000 0.790 163 163 129 129 1.3 1.3 1.0 1.3 1.3 1.0
7 2017 1.000 0.760 163 163 124 124 1.3 1.3 1.0 1.3 1.3 1.0
8 2018 1.000 0.731 163 163 119 119 1.3 1.3 1.0 1.3 1.3 1.0
9 2019 1.000 0.703 163 163 115 115 1.3 1.3 0.91 1.3 1.3 0.9
10 2020 1.000 0.676 163 163 110 110 1.3 1.3 0.88 1.3 1.3 0.9
11 2021 1.000 0.650 163 163 106 106 1.3 1.3 0.85 1.3 1.3 0.9
12 2022 1.000 0.625 163 163 102 102 1.3 1.3 0.81 1.3 1.3 0.8
13 2023 1.000 0.601 163 163 98 98 1.3 1.3 0.78 1.3 1.3 0.8
14 2024 1.000 0.577 163 163 94 94 1.3 1.3 0.75 1.3 1.3 0.8
15 2025 1.000 0.555 163 163 90 90 1.3 1.3 0.72 1.3 1.3 0.7
16 2026 1.000 0.534 163 163 87 87 1.3 1.3 0.69 1.3 1.3 0.7
17 2027 1.000 0.513 163 163 84 84 1.3 1.3 0.67 1.3 1.3 0.7
18 2028 1.000 0.494 163 163 81 81 1.3 1.3 0.64 1.3 1.3 0.6
19 2029 1.000 0.475 163 163 77 77 1.3 1.3 0.62 1.3 1.3 0.6
20 2030 1.000 0.456 163 163 74 74 1.3 1.3 0.59 1.3 1.3 0.6
21 2031 1.000 0.439 163 163 72 72 1.3 1.3 0.57 1.3 1.3 0.6
22 2032 1.000 0.422 163 163 69 69 1.3 1.3 0.55 1.3 1.3 0.6
23 2033 1.000 0.406 163 163 66 66 1.3 1.3 0.53 1.3 1.3 0.5
24 2034 1.000 0.390 163 163 64 64 1.3 1.3 0.51 1.3 1.3 0.5
25 2035 1.000 0.375 163 163 61 61 1.3 1.3 0.49 1.3 1.3 0.5
26 2036 1.000 0.361 163 163 59 59 1.3 1.3 0.47 1.3 1.3 0.5
27 2037 1.000 0.347 163 163 57 57 1.3 1.3 0.45 1.3 1.3 0.5
28 2038 1.000 0.333 163 163 54 54 1.3 1.3 0.43 1.3 1.3 0.4
29 2039 1.000 0.321 163 163 52 52 1.3 1.3 0.42 1.3 1.3 0.4
30 2040 1.000 0.308 163 163 50 50 1.3 1.3 0.40 1.3 1.3 0.4
31 2041 1.000 0.296 163 163 48 48 1.3 1.3 0.38 1.3 1.3 0.38
32 2042 1.000 0.285 163 163 46 46 1.3 1.3 0.37 1.3 1.3 0.37
33 2043 1.000 0.274 163 163 45 45 1.3 1.3 0.36 1.3 1.3 0.36
34 2044 1.000 0.264 163 163 43 43 1.3 1.3 0.34 1.3 1.3 0.34
35 2045 1.000 0.253 163 163 41 41 1.3 1.3 0.33 1.3 1.3 0.33
36 2046 1.000 0.244 163 163 40 40 1.3 1.3 0.32 1.3 1.3 0.32
37 2047 1.000 0.234 163 163 38 38 1.3 1.3 0.30 1.3 1.3 0.30
38 2048 1.000 0.225 163 163 37 37 1.3 1.3 0.29 1.3 1.3 0.29
39 2049 1.000 0.217 163 163 35 35 1.3 1.3 0.28 1.3 1.3 0.28
40 2050 1.000 0.208 163 163 34 34 1.3 1.3 0.27 1.3 1.3 0.27
41 2051 1.000 0.200 163 163 33 33 1.3 1.3 0.26 1.3 1.3 0.26
42 2052 1.000 0.193 163 163 31 31 1.3 1.3 0.25 1.3 1.3 0.25
43 2053 1.000 0.185 163 163 30 30 1.3 1.3 0.24 1.3 1.3 0.24
44 2054 1.000 0.178 163 163 29 29 1.3 1.3 0.23 1.3 1.3 0.23
45 2055 1.000 0.171 163 163 28 28 1.3 1.3 0.22 1.3 1.3 0.22
46 2056 1.000 0.165 163 163 27 27 1.3 1.3 0.21 1.3 1.3 0.21
47 2057 1.000 0.158 163 163 26 26 1.3 1.3 0.21 1.3 1.3 0.21
48 2058 1.000 0.152 163 163 25 25 1.3 1.3 0.20 1.3 1.3 0.20
49 2059 1.000 0.146 163 163 24 24 1.3 1.3 0.19 1.3 1.3 0.19
50 2060 1.000 0.141 163 163 23 23 1.3 1.3 0.18 1.3 1.3 0.18
51 2061 1.000 0.135 163 163 22 22 1.3 1.3 0.18 1.3 1.3 0.18
52 2062 1.000 0.130 163 163 21 21 1.3 1.3 0.17 1.3 1.3 0.17
53 2063 1.000 0.125 163 163 20 20 1.3 1.3 0.16 1.3 1.3 0.16
54 2064 1.000 0.120 0 0.0 0.0 0.00
55 2065 1.000 0.116 0 0 0.0 0.0 0.00

合計 8,150 8,150 3,113 0 0 3,113 =B 200 200 185 65 65 25 265 265 210

総便益 (億円) Ｂ 31

総費用 (億円) Ｃ 2.1

費用便益比 Ｂ／Ｃ 14.8

純現在価値 Ｂ－Ｃ 29

経済的内部収益率 45.9%

整備期間

施
設
完
成
後
の
評
価
期
間
（

5
0
年
）

費用便益比



＜櫛田川総合水系環境整備事業＞
（再評価）



便益を計測する一般手法

環境整備の便益計測手法としては、旅行費用法（ＴＣＭ）、ヘドニック法、便益移転法・原単位法、
代替法、仮想市場評価法（ＣＶＭ）、コンジョイント分析がある。
本事業の便益を計測する手法としてはＣＶＭが想定される。

×

本事業の主効果が魚類遡上環境の改善一
つであり、比較できる複数のプロファイルを
作成することができないため適用しない。

・適切な手順を踏まないとバイアスが発生し、推計精度
が低下する恐れがある。

・適用範囲が広く、原則的にはあらゆ
る効果を対象にできる。
・複数の項目について評価が可能。
・マイナスの評価も可能。

いくつかのプロファイルの組
み合わせから も良いと思
われるものを選んでもらい、
その選択結果をもとに統計
的に分析することで定量的
評価を行う方法

コンジョイント
分析

×

本事業の効果である魚類遡上環境の改善
効果は事業の費用便益比の算出に不可欠
な効果であり、便益として計測することが重
要である。

・社会的な投資効率性の観点から費用と便益を定量的
に比較できない。

・便益として計測することが困難な効
果や、必ずしも効率性の観点で評価
するべきではないものについて、費用
便益比以外の多様な視点で評価する。

便益を計測することが困難
な場合に、効果を定量的・
定性的に示す方法

（便益を計測
しない）

○

本事業の主効果である魚類遡上環境の改
善は非利用価値であり、非利用価値の評
価に対して適用事例が多いことから便益算
出に適用する。

・アンケートにおいて価格を直接的に質問するため、適
切な手順・アンケート内容としないとバイアスが発生し、
推計精度が低下する。
・仮想的な状況に対する回答であるため、結果の妥当
性の確認が難しい。
・回答者の予算に制約があることを認識してもらう必
要がある。
・負の支払意思額を計測することができない。

・適用範囲が広く、歴史的・文化的に
貴重な施設の存在価値をはじめとし
て、原則的にあらゆる効果を対象にで
きる。

アンケート調査により事業
の効果に対する回答者の
支払意思額を尋ね、これを
もとに便益を計測する方法

仮想的市場
評価法
（CVM）

×

遡上が阻害されているアユと同等分を上流
へ放流することを代替財として想定するこ
とが可能である。ただし、遡上総数が想定
となる事、市場価格が確認できないアユ以
外の回遊魚に対しては評価できない。

・適切な代替市場財が設定できない場合は適用できな
い。

・計算方法が理解しやすく、比較的簡
易に分析が可能。

評価対象とする事業と同様
の便益をもたらす他の市場
財の価格をもとに便益を計
測する方法

代替法

×

魚道改善による魚類遡上環境の向上が周
辺の地価に影響する可能性は低いことか
ら適用しない。

・地価に影響を及ぼさない事業（価値）は評価できない。
・地方都市などでは、ヘドニック関数の推定に必要な数
の地価や、地価を説明するためのデータの収集が困難
な場合がある。
・歴史的・文化的に貴重な施設の存在価値や、広範囲
に波及する地球環境の保全などの効果の計測は困難。

・地価等に関する統計データから便益
を算出するため、分析方法や結果の
妥当性を確認しやすい。

事業のもたらす便益が地価
に帰着すると仮定し、事業
実施による地価の変化分で
便益を計測する方法

ヘドニック法

×

当該地域における魚類遡上環境の改善効
果を踏まえた便益の算出が必要であり、既
存事例の適用は事業特性が反映できない
ため適用しない。

・既存の類似する便益計測事例や適用可能な原単位
が必要。
・他事例に関する分析結果を用いるため、評価対象事
業固有の特徴の反映が困難。

・他事例に関する分析結果を用いるた
め、比較的簡易に分析が可能。

既存の便益計測事例等か
ら便益原単位を設定し、便
益を計測する方法

便益移転法・
原単位法

妥
当
性

評価対象事業を
踏まえた適用可能性

短所長所

×

魚道整備で環境が改善されることにより、
環境学習や自然観察の場などとしての利
用が活発になることが期待されることから、
これらの利用に対する評価として適用する
ことは可能である。ただし、本事業の主効
果である魚類遡上環境の改善効果は、非
利用価値であるため評価できない。

・利用実態に関するデータ（事業がある場合とない場合
の出発地別の来訪者数等）の入手が困難な場合があ
る。
・レクリエーション行動に結びつかない価値（歴史的・文
化的に貴重な施設の存在価値など）の計測は困難。
・複数の目的地を有する旅行者や長期滞在者の扱い、
代替施設の設定などの分析が課題。

・客観的なデータ（来訪者数、旅行費
用など）を用いて分析を行うため、分
析方法や結果の妥当性を確認しやす
い。
・レクリエーション行動に基づく分析手
法であるため、観光地などのレクリ
エーションに関する価値の分析に適
する。

施設を訪れる人が支出する
交通費や費やす時間をもと
に便益を計測する方法

旅行費用法
（TCM）

評価各手法の一般的な特徴

内容手法



・本調査の結果より設定した対象範囲＝集計範囲とした。
○

集計範囲の設定根拠を明らかにし、過大にならない
ように配慮して便益を推計したか。

集計範囲の設定

・抵抗回答や理解不足の回答は除外するとともに、世帯主及
びそれに準ずる回答者の回答のみを使用して平均WTPを算
出した。

・平均WTPの算出にあたっては、モデルにより賛同率曲線を
推定するパラメトリック法を使用し、最大支払提示額で裾
切りを行った。

○

異常回答の排除を行い、過大にならないように支払
意思額を推定したか。特に支払意思額の代表値とし
て平均値を用いる場合は、最大支払提示額で裾切り
を行ったか。

支払意思額の設定⑥便益の推計

・WTPの信頼性が安定するとされる有効回答数300票程度(258
票) を確保した。

○
分析に必要な標本数を確保したか。標本数の確保⑤本調査の実施

・WEBプレテスト結果を踏まえ支払意思額の範囲を設定した。

・プレテストで、事業による変化がわかりにくいという指摘
があったことから、説明資料では写真や図を用いて事業に
よる変化を示す資料を提示した。

・非正規雇用の女性職員により調査票をチェックしてもらう
ことで、調査票の分かりやすさ、読みやすさを確認した。

○

プレテストまたは既存事例の確認を行い、本調査実
施前に調査票の分かりやすさ、支払意思額の回答の
幅を確認したか。

プレテストの実施または
既存事例の確認

④プレテストの

実施

・現状のデータや写真を踏まえたイメージの提示を行った。
○

事業の効果を過大に見せたり、悪化することが考え
られる要因を過小に見せたりせずに仮想的状況を設
定したか。

・アンケート調査において、事業実施前後のイメージ図及び
イメージフォトを示すことにより、状況を提示した。

○
事業を実施する場合としない場合（あるいは継続す
る場合と中止する場合）の両方の状況を示したか。

仮想的状況の設定

・支払いの意志の有無を「はい」、「いいえ」の２つの選択
肢から回答してもらう二項選択を、金額を変えて３回以上
問う「多段階二項選択方式」とした。

○
回答方式として二項選択方式を用いたか。回答方式の設定

･「税金」や「寄付金」と比べて先入観が小さく、抵抗感の
少ない「負担金」により支払う方法を問う設問とした。○

複数の支払手段を比較検討した上で、回答者にとっ
て分かりやすくバイアスの少ない支払手段を設定し
たか。

支払手段の設定

・環境の整備のために支払っても良いと考える金額である
「支払意思額(WTP)」を問う設問とした。

○
受入補償額ではなく支払意思額を尋ねたか。金額を尋ねる方法の設定③調査票の作成

・河川への関心が高い河川利用者だけではなく、一般の市民
を対象としているため、地域の意見として代表することが
できるWEB調査とした。

○
複数の調査方法を比較検討した上で、母集団に対す
る偏りが少ない調査方法を設定したか。

調査方法の設定

・本調査結果における事業箇所を認知している者の来訪頻度
を踏まえて対象範囲を設定した。○

既存の調査事例やプレテストの結果等をもとに便益
の集計範囲を予想した上で、その範囲を含むように
調査範囲を設定したか。

調査範囲の設定②調査方法の

設定

・事業の種類が自然再生事業であり、非利用価値であることから、
ＣＶＭで実施した。○

複数の便益計測手法を比較検討した上で、ＣＶＭの
適用が妥当だと判断したか。

ＣＶＭ適用可否の検討①ＣＶＭ適用

可否の検討

備 考check
最低限確認すべき事項

（チェックポイント）
内 容手 順

ＣＶＭ調査チェックリスト



集計範囲の決定

■河川への関心が高い河川利用者だけではな
く、一般の市民を対象としており、地域の意
見として代表することができるインターネッ
トアンケートを実施。

■櫛田川を認知している者の来訪頻度の変化点
である10ｋｍを支払い意思額の集計範囲に設定

■『地域の住民』の便益集計世帯は70,022世帯

ＣＶＭアンケートの対象区域

櫛田川の認知度の距離別構成

市街化区域
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　WTP賛成率
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WTP賛成率

実測値

推定曲線

WTP平均値
　193.5円/世帯・月

支払意思額：ＷＴＰ

『地域の住民』のＷＴＰ

１９３．５円／月／世帯

『地域の住民』の年便益

年便益＝193.5円×１２ヶ月×70,022世帯
＝1.6億円／年



【費用便益算定シート・自然再生個別箇所「魚道改善自然再生」】 （様式－２）
基準（評価）年度 2010(H22)
共用年度 2014(H26)
社会的割引率 4%

(単位：百万円）
年度 デフ 割引 便益：Ｂ 費用：Ｃ

レータ 率 便益① 残存価値② 計 建設費③ 維持管理費④ 計③＋④
ｔ 西暦 便益 実質価格 現在価値 実質価格 現在価値 （①＋②） 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値

0 2010 1.000 1.000 0 0 0
1 2011 1.000 0.962 60 60 58 60 60 58
2 2012 1.000 0.925 70 70 65 70 70 65
3 2013 1.000 0.889 70 70 62 70 70 62
4 2014 1.000 0.855 163 163 139 139 1.3 1.3 1.1 1.3 1.3 1.1
5 2015 1.000 0.822 163 163 134 134 1.3 1.3 1.1 1.3 1.3 1.1
6 2016 1.000 0.790 163 163 129 129 1.3 1.3 1.0 1.3 1.3 1.0
7 2017 1.000 0.760 163 163 124 124 1.3 1.3 1.0 1.3 1.3 1.0
8 2018 1.000 0.731 163 163 119 119 1.3 1.3 1.0 1.3 1.3 1.0
9 2019 1.000 0.703 163 163 115 115 1.3 1.3 0.91 1.3 1.3 0.91
10 2020 1.000 0.676 163 163 110 110 1.3 1.3 0.88 1.3 1.3 0.88
11 2021 1.000 0.650 163 163 106 106 1.3 1.3 0.85 1.3 1.3 0.85
12 2022 1.000 0.625 163 163 102 102 1.3 1.3 0.81 1.3 1.3 0.81
13 2023 1.000 0.601 163 163 98 98 1.3 1.3 0.78 1.3 1.3 0.78
14 2024 1.000 0.577 163 163 94 94 1.3 1.3 0.75 1.3 1.3 0.75
15 2025 1.000 0.555 163 163 90 90 1.3 1.3 0.72 1.3 1.3 0.72
16 2026 1.000 0.534 163 163 87 87 1.3 1.3 0.69 1.3 1.3 0.69
17 2027 1.000 0.513 163 163 84 84 1.3 1.3 0.67 1.3 1.3 0.67
18 2028 1.000 0.494 163 163 81 81 1.3 1.3 0.64 1.3 1.3 0.64
19 2029 1.000 0.475 163 163 77 77 1.3 1.3 0.62 1.3 1.3 0.62
20 2030 1.000 0.456 163 163 74 74 1.3 1.3 0.59 1.3 1.3 0.59
21 2031 1.000 0.439 163 163 72 72 1.3 1.3 0.57 1.3 1.3 0.57
22 2032 1.000 0.422 163 163 69 69 1.3 1.3 0.55 1.3 1.3 0.55
23 2033 1.000 0.406 163 163 66 66 1.3 1.3 0.53 1.3 1.3 0.53
24 2034 1.000 0.390 163 163 64 64 1.3 1.3 0.51 1.3 1.3 0.51
25 2035 1.000 0.375 163 163 61 61 1.3 1.3 0.49 1.3 1.3 0.49
26 2036 1.000 0.361 163 163 59 59 1.3 1.3 0.47 1.3 1.3 0.47
27 2037 1.000 0.347 163 163 57 57 1.3 1.3 0.45 1.3 1.3 0.45
28 2038 1.000 0.333 163 163 54 54 1.3 1.3 0.43 1.3 1.3 0.43
29 2039 1.000 0.321 163 163 52 52 1.3 1.3 0.42 1.3 1.3 0.42
30 2040 1.000 0.308 163 163 50 50 1.3 1.3 0.40 1.3 1.3 0.40
31 2041 1.000 0.296 163 163 48 48 1.3 1.3 0.38 1.3 1.3 0.38
32 2042 1.000 0.285 163 163 46 46 1.3 1.3 0.37 1.3 1.3 0.37
33 2043 1.000 0.274 163 163 45 45 1.3 1.3 0.36 1.3 1.3 0.36
34 2044 1.000 0.264 163 163 43 43 1.3 1.3 0.34 1.3 1.3 0.34
35 2045 1.000 0.253 163 163 41 41 1.3 1.3 0.33 1.3 1.3 0.33
36 2046 1.000 0.244 163 163 40 40 1.3 1.3 0.32 1.3 1.3 0.32
37 2047 1.000 0.234 163 163 38 38 1.3 1.3 0.30 1.3 1.3 0.30
38 2048 1.000 0.225 163 163 37 37 1.3 1.3 0.29 1.3 1.3 0.29
39 2049 1.000 0.217 163 163 35 35 1.3 1.3 0.28 1.3 1.3 0.28
40 2050 1.000 0.208 163 163 34 34 1.3 1.3 0.27 1.3 1.3 0.27
41 2051 1.000 0.200 163 163 33 33 1.3 1.3 0.26 1.3 1.3 0.26
42 2052 1.000 0.193 163 163 31 31 1.3 1.3 0.25 1.3 1.3 0.25
43 2053 1.000 0.185 163 163 30 30 1.3 1.3 0.24 1.3 1.3 0.24
44 2054 1.000 0.178 163 163 29 29 1.3 1.3 0.23 1.3 1.3 0.23
45 2055 1.000 0.171 163 163 28 28 1.3 1.3 0.22 1.3 1.3 0.22
46 2056 1.000 0.165 163 163 27 27 1.3 1.3 0.21 1.3 1.3 0.21
47 2057 1.000 0.158 163 163 26 26 1.3 1.3 0.21 1.3 1.3 0.21
48 2058 1.000 0.152 163 163 25 25 1.3 1.3 0.20 1.3 1.3 0.20
49 2059 1.000 0.146 163 163 24 24 1.3 1.3 0.19 1.3 1.3 0.19
50 2060 1.000 0.141 163 163 23 23 1.3 1.3 0.18 1.3 1.3 0.18
51 2061 1.000 0.135 163 163 22 22 1.3 1.3 0.18 1.3 1.3 0.18
52 2062 1.000 0.130 163 163 21 21 1.3 1.3 0.17 1.3 1.3 0.17
53 2063 1.000 0.125 163 163 20 0 0 20 1.3 1.3 0.16 1.3 1.3 0.16

合計 8,150 8,150 3,113 0 0 3,113 =B 200 200 185 65 65 25 265 265 210

総便益 (億円) Ｂ 31

総費用 (億円) Ｃ 2.1

費用便益比 Ｂ／Ｃ 14.8

純現在価値 Ｂ－Ｃ 29

経済的内部収益率 45.9%

整備期間
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＜法田利用推進＞
（事後評価に準ずるフォローアップ）



便益を計測する一般手法

環境整備の便益計測手法としては、旅行費用法（ＴＣＭ）、ヘドニック法、便益移転法・原単位法、
代替法、仮想市場評価法（ＣＶＭ）、コンジョイント分析がある。
本事業の便益を計測する手法としてはＣＶＭが想定される。

○

整備内容が坂路、緩傾斜堤防、親
水護岸、高水敷の４つに分割可能で
あり、複数のプロファイルとして作成
できることから適用可能である。た
だし、抵抗回答や無回答が多くなる
恐れがある。

・適切な手順を踏まないとバイアスが発生し、推計精度が低
下する恐れがある。

・適用範囲が広く、原則的にはあ
らゆる効果を対象にできる。
・複数の項目について評価が可
能。
・マイナスの評価も可能。

いくつかのプロファイルの組
み合わせから も良いと思
われるものを選んでもらい、
その選択結果をもとに統計
的に分析することで定量的
評価を行う方法

コンジョイン
ト分析

×

本事業の効果である安全で利用し
やすい川づくりの効果は事業の費
用便益比の算出に不可欠な効果で
あり、便益として計測することが重要
である。

・社会的な投資効率性の観点から費用と便益を定量的に比較
できない。

・便益として計測することが困難
な効果や、必ずしも効率性の観
点で評価するべきではないもの
について、費用便益比以外の多
様な視点で評価する。

便益を計測することが困難
な場合に、効果を定量的・
定性的に示す方法

（便益を計
測しない）

○

本事業の主効果である安全で利用
しやすい川づくりは利用価値であり、
利用価値・非利用価値いずれも評
価が可能であることから便益算出に
適用する。

・アンケートにおいて価格を直接的に質問するため、適切な手
順・アンケート内容としないとバイアスが発生し、推計精度が
低下する。
・仮想的な状況に対する回答であるため、結果の妥当性の確
認が難しい。
・回答者の予算に制約があることを認識してもらう必要がある。
・負の支払意思額を計測することができない。

・適用範囲が広く、歴史的・文化
的に貴重な施設の存在価値をは
じめとして、原則的にあらゆる効
果を対象にできる。

アンケート調査により事業
の効果に対する回答者の
支払意思額を尋ね、これを
もとに便益を計測する方法

仮想的市場
評価法
（CVM）

×

堤内地において、同等の機能を持
つ公園を代替財として想定すること
が可能である。ただし、川が持つ多
様な機能の全てを代替することはで
きないため適用しない。

・適切な代替市場財が設定できない場合は適用できない。・計算方法が理解しやすく、比較
的簡易に分析が可能。

評価対象とする事業と同様
の便益をもたらす他の市場
財の価格をもとに便益を計
測する方法

代替法

×

高水敷や護岸等の河川敷地の整備
が周辺の地価に影響する可能性は
低いことから適用しない。

・地価に影響を及ぼさない事業（価値）は評価できない。
・地方都市などでは、ヘドニック関数の推定に必要な数の地価
や、地価を説明するためのデータの収集が困難な場合がある。
・歴史的・文化的に貴重な施設の存在価値や、広範囲に波及
する地球環境の保全などの効果の計測は困難。

・地価等に関する統計データから
便益を算出するため、分析方法
や結果の妥当性を確認しやすい。

事業のもたらす便益が地価
に帰着すると仮定し、事業
実施による地価の変化分で
便益を計測する方法

ヘドニック法

×

当該地域における安全で利用しや
すい川への改善効果を踏まえた便
益の算出が必要であり、既存事例
の適用は事業特性が反映できない
ため適用しない。

・既存の類似する便益計測事例や適用可能な原単位が必要。
・他事例に関する分析結果を用いるため、評価対象事業固有
の特徴の反映が困難。

・他事例に関する分析結果を用
いるため、比較的簡易に分析が
可能。

既存の便益計測事例等か
ら便益原単位を設定し、便
益を計測する方法

便益移転
法・原単位
法

妥当性
評価対象事業を

踏まえた適用可能性
短所長所

○

安全に利用できる川とするために坂
路や緩傾斜堤防、親水護岸などを
整備したものであり、利用価値が主
効果であり適用可能である。ただし、
利用者が周遊の中で訪問している
場合、複数箇所の訪問費用を分割
する事が困難である。

・利用実態に関するデータ（事業がある場合とない場合の出
発地別の来訪者数等）の入手が困難な場合がある。
・レクリエーション行動に結びつかない価値（歴史的・文化的に
貴重な施設の存在価値など）の計測は困難。
・複数の目的地を有する旅行者や長期滞在者の扱い、代替施
設の設定などの分析が課題。

・客観的なデータ（来訪者数、旅
行費用など）を用いて分析を行う
ため、分析方法や結果の妥当性
を確認しやすい。
・レクリエーション行動に基づく分
析手法であるため、観光地など
のレクリエーションに関する価値
の分析に適する。

施設を訪れる人が支出する
交通費や費やす時間をもと
に便益を計測する方法

旅行費用法
（TCM）

評価各手法の一般的な特徴

内容手法



・本調査の結果より設定した対象範囲＝集計範囲とした。
○

集計範囲の設定根拠を明らかにし、過大にならない
ように配慮して便益を推計したか。

集計範囲の設定

・抵抗回答や理解不足の回答は除外するとともに、世帯主及
びそれに準ずる回答者の回答のみを使用して平均WTPを算
出した。

・平均WTPの算出にあたっては、モデルにより賛同率曲線を
推定するパラメトリック法を使用し、最大支払提示額で裾
切りを行った。

○

異常回答の排除を行い、過大にならないように支払
意思額を推定したか。特に支払意思額の代表値とし
て平均値を用いる場合は、最大支払提示額で裾切り
を行ったか。

支払意思額の設定⑥便益の推計

・WTPの信頼性が安定するとされる有効回答数300票程度(345
票) を確保した。

○
分析に必要な標本数を確保したか。標本数の確保⑤本調査の実施

・WEBプレテスト結果を踏まえ支払意思額の範囲を設定した。

・プレテストで、事業による変化がわかりにくいという指摘
があったことから、説明資料では写真や図を用いて事業に
よる変化を示す資料を提示した。

・非正規雇用の女性職員により調査票をチェックしてもらう
ことで、調査票の分かりやすさ、読みやすさを確認した。

○

プレテストまたは既存事例の確認を行い、本調査実
施前に調査票の分かりやすさ、支払意思額の回答の
幅を確認したか。

プレテストの実施または
既存事例の確認

④プレテストの

実施

・現状のデータや写真を踏まえたイメージの提示を行った。
○

事業の効果を過大に見せたり、悪化することが考え
られる要因を過小に見せたりせずに仮想的状況を設
定したか。

・アンケート調査において、事業実施前後のイメージ図及び
イメージフォトを示すことにより、状況を提示した。

○
事業を実施する場合としない場合（あるいは継続す
る場合と中止する場合）の両方の状況を示したか。

仮想的状況の設定

・支払いの意志の有無を「はい」、「いいえ」の２つの選択
肢から回答してもらう二項選択を、金額を変えて３回以上
問う「多段階二項選択方式」とした。

○
回答方式として二項選択方式を用いたか。回答方式の設定

･「税金」や「寄付金」と比べて先入観が小さく、抵抗感の
少ない「負担金」により支払う方法を問う設問とした。○

複数の支払手段を比較検討した上で、回答者にとっ
て分かりやすくバイアスの少ない支払手段を設定し
たか。

支払手段の設定

・環境の整備のために支払っても良いと考える金額である
「支払意思額(WTP)」を問う設問とした。

○
受入補償額ではなく支払意思額を尋ねたか。金額を尋ねる方法の設定③調査票の作成

・河川への関心が高い河川利用者だけではなく、一般の市民
を対象としているため、地域の意見として代表することが
できるWEB調査とした。

○
複数の調査方法を比較検討した上で、母集団に対す
る偏りが少ない調査方法を設定したか。

調査方法の設定

・本調査結果における事業箇所を認知している者の来訪頻度
を踏まえて対象範囲を設定した。○

既存の調査事例やプレテストの結果等をもとに便益
の集計範囲を予想した上で、その範囲を含むように
調査範囲を設定したか。

調査範囲の設定②調査方法の

設定

・事業の種類が自然再生事業であり、非利用価値であることから、
ＣＶＭで実施した。○

複数の便益計測手法を比較検討した上で、ＣＶＭの
適用が妥当だと判断したか。

ＣＶＭ適用可否の検討①ＣＶＭ適用

可否の検討

備 考check
最低限確認すべき事項

（チェックポイント）
内 容手 順

ＣＶＭ調査チェックリスト



集計範囲の決定

■河川への関心が高い河川利用者だけではな
く、一般の市民を対象としており、地域の意
見として代表することができるインターネッ
トアンケートを実施。

■櫛田川を認知している者の来訪頻度の変化点
である10ｋｍを支払い意志額の集計範囲に設定

ＣＶＭアンケートの対象区域

法田地区より
10ｋｍ

国道42号

国道23号

市街化区域

■『地域の住民』の便益集計世帯は81,456世帯
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法田地区の認知度の距離別構成



支払意思額：ＷＴＰ

『地域の住民』のＷＴＰ

２４８．８円／月／世帯

『地域の住民』の年便益

年便益＝248.8円×１２ヶ月×81,456世帯
＝2.4億円／年

　WTP賛成率
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【費用便益算定シート・水辺整備CVM「法田利用推進・ＣＶＭ」】 （様式－２）
基準（評価）年度 2010(H22)
共用年度 2009(H21)
社会的割引率 4%

(単位：百万円）
年度 デフ 割引 便益：Ｂ 費用：Ｃ

レータ 率 便益① 残存価値② 計 建設費③ 維持管理費④ 計③＋④
ｔ 西暦 便益 実質価格 現在価値 実質価格 現在価値 （①＋②） 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値

-4 2006 1.040 1.170 152 158 185 152 158 185
-3 2007 1.027 1.125 40 41 46 40 41 46
-2 2008 1.000 1.082 109 109 118 109 109 118
-1 2009 1.000 1.040 243 243 253 253 1.5 1.5 1.6 1.5 1.5 1.6
0 2010 1.000 1.000 243 243 243 243 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5
1 2011 1.000 0.962 243 243 234 234 1.5 1.5 1.4 1.5 1.5 1.4
2 2012 1.000 0.925 243 243 225 225 1.5 1.5 1.4 1.5 1.5 1.4
3 2013 1.000 0.889 243 243 216 216 1.5 1.5 1.3 1.5 1.5 1.3
4 2014 1.000 0.855 243 243 208 208 1.5 1.5 1.3 1.5 1.5 1.3
5 2015 1.000 0.822 243 243 200 200 1.5 1.5 1.2 1.5 1.5 1.2
6 2016 1.000 0.790 243 243 192 192 1.5 1.5 1.19 1.5 1.5 1.19
7 2017 1.000 0.760 243 243 185 185 1.5 1.5 1.14 1.5 1.5 1.14
8 2018 1.000 0.731 243 243 178 178 1.5 1.5 1.10 1.5 1.5 1.10
9 2019 1.000 0.703 243 243 171 171 1.5 1.5 1.05 1.5 1.5 1.05
10 2020 1.000 0.676 243 243 164 164 1.5 1.5 1.01 1.5 1.5 1.01
11 2021 1.000 0.650 243 243 158 158 1.5 1.5 0.98 1.5 1.5 0.98
12 2022 1.000 0.625 243 243 152 152 1.5 1.5 0.94 1.5 1.5 0.94
13 2023 1.000 0.601 243 243 146 146 1.5 1.5 0.90 1.5 1.5 0.90
14 2024 1.000 0.577 243 243 140 140 1.5 1.5 0.87 1.5 1.5 0.87
15 2025 1.000 0.555 243 243 135 135 1.5 1.5 0.83 1.5 1.5 0.83
16 2026 1.000 0.534 243 243 130 130 1.5 1.5 0.80 1.5 1.5 0.80
17 2027 1.000 0.513 243 243 125 125 1.5 1.5 0.77 1.5 1.5 0.77
18 2028 1.000 0.494 243 243 120 120 1.5 1.5 0.74 1.5 1.5 0.74
19 2029 1.000 0.475 243 243 115 115 1.5 1.5 0.71 1.5 1.5 0.71
20 2030 1.000 0.456 243 243 111 111 1.5 1.5 0.68 1.5 1.5 0.68
21 2031 1.000 0.439 243 243 107 107 1.5 1.5 0.66 1.5 1.5 0.66
22 2032 1.000 0.422 243 243 103 103 1.5 1.5 0.63 1.5 1.5 0.63
23 2033 1.000 0.406 243 243 99 99 1.5 1.5 0.61 1.5 1.5 0.61
24 2034 1.000 0.390 243 243 95 95 1.5 1.5 0.59 1.5 1.5 0.59
25 2035 1.000 0.375 243 243 91 91 1.5 1.5 0.56 1.5 1.5 0.56
26 2036 1.000 0.361 243 243 88 88 1.5 1.5 0.54 1.5 1.5 0.54
27 2037 1.000 0.347 243 243 84 84 1.5 1.5 0.52 1.5 1.5 0.52
28 2038 1.000 0.333 243 243 81 81 1.5 1.5 0.50 1.5 1.5 0.50
29 2039 1.000 0.321 243 243 78 78 1.5 1.5 0.48 1.5 1.5 0.48
30 2040 1.000 0.308 243 243 75 75 1.5 1.5 0.46 1.5 1.5 0.46
31 2041 1.000 0.296 243 243 72 72 1.5 1.5 0.44 1.5 1.5 0.44
32 2042 1.000 0.285 243 243 69 69 1.5 1.5 0.43 1.5 1.5 0.43
33 2043 1.000 0.274 243 243 67 67 1.5 1.5 0.41 1.5 1.5 0.41
34 2044 1.000 0.264 243 243 64 64 1.5 1.5 0.40 1.5 1.5 0.40
35 2045 1.000 0.253 243 243 61 61 1.5 1.5 0.38 1.5 1.5 0.38
36 2046 1.000 0.244 243 243 59 59 1.5 1.5 0.37 1.5 1.5 0.37
37 2047 1.000 0.234 243 243 57 57 1.5 1.5 0.35 1.5 1.5 0.35
38 2048 1.000 0.225 243 243 55 55 1.5 1.5 0.34 1.5 1.5 0.34
39 2049 1.000 0.217 243 243 53 53 1.5 1.5 0.33 1.5 1.5 0.33
40 2050 1.000 0.208 243 243 51 51 1.5 1.5 0.31 1.5 1.5 0.31
41 2051 1.000 0.200 243 243 49 49 1.5 1.5 0.30 1.5 1.5 0.30
42 2052 1.000 0.193 243 243 47 47 1.5 1.5 0.29 1.5 1.5 0.29
43 2053 1.000 0.185 243 243 45 45 1.5 1.5 0.28 1.5 1.5 0.28
44 2054 1.000 0.178 243 243 43 43 1.5 1.5 0.27 1.5 1.5 0.27
45 2055 1.000 0.171 243 243 42 42 1.5 1.5 0.26 1.5 1.5 0.26
46 2056 1.000 0.165 243 243 40 40 1.5 1.5 0.25 1.5 1.5 0.25
47 2057 1.000 0.158 243 243 38 38 1.5 1.5 0.24 1.5 1.5 0.24
48 2058 1.000 0.152 243 243 37 120 18 55 1.5 1.5 0.23 1.5 1.5 0.23

合計 12,150 12,150 5,647 120 18 5,665 =B 301 308 349 75 75 35 376 383 384

総便益 (億円) Ｂ 57

総費用 (億円) Ｃ 3.8

費用便益比 Ｂ／Ｃ 15.0

純現在価値 Ｂ－Ｃ 53

経済的内部収益率 41.7%
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＜祓川流量改善自然再生＞
（事後評価に準ずるフォローアップ）



便益を計測する一般手法

環境整備の便益計測手法としては、旅行費用法（ＴＣＭ）、ヘドニック法、便益移転法・原単位法、
代替法、仮想市場評価法（ＣＶＭ）、コンジョイント分析がある。
本事業の便益を計測する手法としてはＣＶＭが想定される。

×

本事業の主効果が水枯れによる魚
類斃死の改善一つであり、比較で
きる複数のプロファイルを作成する
ことができないため適用しない。

・適切な手順を踏まないとバイアスが発生し、推計精度が低下
する恐れがある。

・適用範囲が広く、原則的にはあら
ゆる効果を対象にできる。
・複数の項目について評価が可能。
・マイナスの評価も可能。

いくつかのプロファイルの組
み合わせから も良いと思
われるものを選んでもらい、
その選択結果をもとに統計
的に分析することで定量的
評価を行う方法

コンジョイント
分析

×

本事業の効果である水枯れによる
魚類斃死の改善は、事業の主目的
であり費用便益比の算出に不可欠
な効果であることから、便益として
計測することが重要である。

・社会的な投資効率性の観点から費用と便益を定量的に比較
できない。

・便益として計測することが困難な
効果や、必ずしも効率性の観点で
評価するべきではないものについ
て、費用便益比以外の多様な視点
で評価する。

便益を計測することが困難
な場合に、効果を定量的・
定性的に示す方法

（便益を計測
しない）

○

本事業の主効果である水枯れによ
る魚類斃死の改善は非利用価値
であり、非利用価値の評価に対し
て適用事例が多いことから便益算
出に適用する。

・アンケートにおいて価格を直接的に質問するため、適切な手
順・アンケート内容としないとバイアスが発生し、推計精度が
低下する。
・仮想的な状況に対する回答であるため、結果の妥当性の確
認が難しい。
・回答者の予算に制約があることを認識してもらう必要がある。
・負の支払意思額を計測することができない。

・適用範囲が広く、歴史的・文化的
に貴重な施設の存在価値をはじめ
として、原則的にあらゆる効果を
対象にできる。

アンケート調査により事業
の効果に対する回答者の
支払意思額を尋ね、これを
もとに便益を計測する方法

仮想的市場
評価法
（CVM）

×

水枯れによる魚類斃死の改善のた
め、導水するためのポンプ場建設
費を代替とすることは可能である。
ただし、日常的な維持管理が発生
するため現実的ではなく適用しな
い。

・適切な代替市場財が設定できない場合は適用できない。・計算方法が理解しやすく、比較
的簡易に分析が可能。

評価対象とする事業と同様
の便益をもたらす他の市場
財の価格をもとに便益を計
測する方法

代替法

×

祓川の流量改善による魚類斃死の
改善が周辺の地価に影響する可
能性は低いことから適用しない。

・地価に影響を及ぼさない事業（価値）は評価できない。
・地方都市などでは、ヘドニック関数の推定に必要な数の地価
や、地価を説明するためのデータの収集が困難な場合がある。
・歴史的・文化的に貴重な施設の存在価値や、広範囲に波及
する地球環境の保全などの効果の計測は困難。

・地価等に関する統計データから
便益を算出するため、分析方法や
結果の妥当性を確認しやすい。

事業のもたらす便益が地価
に帰着すると仮定し、事業
実施による地価の変化分で
便益を計測する方法

ヘドニック法

×

水枯れによる魚類斃死の改善とい
う事業の特性と効果を踏まえた便
益の算出が必要であり、既存事例
の適用は事業特性が反映できない
ため適用しない。

・既存の類似する便益計測事例や適用可能な原単位が必要。
・他事例に関する分析結果を用いるため、評価対象事業固有
の特徴の反映が困難。

・他事例に関する分析結果を用い
るため、比較的簡易に分析が可能。

既存の便益計測事例等か
ら便益原単位を設定し、便
益を計測する方法

便益移転法・
原単位法

妥当
性

評価対象事業を
踏まえた適用可能性

短所長所

×

地域住民による環境学習や清掃活
動等が行われており、これらの利
用に対する評価として適用すること
は可能である。ただし、本事業の主
効果である魚の斃死の改善効果
は、非利用価値であるため評価で
きない。

・利用実態に関するデータ（事業がある場合とない場合の出
発地別の来訪者数等）の入手が困難な場合がある。
・レクリエーション行動に結びつかない価値（歴史的・文化的に
貴重な施設の存在価値など）の計測は困難。
・複数の目的地を有する旅行者や長期滞在者の扱い、代替施
設の設定などの分析が課題。

・客観的なデータ（来訪者数、旅行
費用など）を用いて分析を行うため、
分析方法や結果の妥当性を確認
しやすい。
・レクリエーション行動に基づく分
析手法であるため、観光地などの
レクリエーションに関する価値の分
析に適する。

施設を訪れる人が支出する
交通費や費やす時間をもと
に便益を計測する方法

旅行費用法
（TCM）

評価各手法の一般的な特徴

内容手法



･本調査の結果より設定した対象範囲＝集計範囲とした。
○

集計範囲の設定根拠を明らかにし、過大にならない
ように配慮して便益を推計したか。

集計範囲の設定

・抵抗回答や理解不足の回答は除外するとともに、世帯主及
びそれに準ずる回答者の回答のみを使用して平均WTPを算
出した。

・平均WTPの算出にあたっては、モデルにより賛同率曲線を
推定するパラメトリック法を使用し、最大支払提示額で裾
切りを行った。

○

異常回答の排除を行い、過大にならないように支払
意思額を推定したか。特に支払意思額の代表値とし
て平均値を用いる場合は、最大支払提示額で裾切り
を行ったか。

支払意思額の設定⑥便益の推計

・WTPの信頼性が安定するとされる有効回答数300票程度(308
票)を確保した。

○
分析に必要な標本数を確保したか。標本数の確保⑤本調査の実施

・H20に実施しているCVMアンケート調査をプレテストとして
位置付け、支払意思額の範囲を設定した。

・プレテストで、事業による変化がわかりにくいという指摘
があったことから、説明資料では写真や図を用いて事業に
よる変化を示す資料を提示する内容とした。

・非正規雇用の女性職員により調査票をチェックしてもらう
ことで、調査票の分かりやすさ、読みやすさを確認した。

○

プレテストまたは既存事例の確認を行い、本調査実
施前に調査票の分かりやすさ、支払意思額の回答の
幅を確認したか。

プレテストの実施または
既存事例の確認

④プレテストの

実施

・整備後の現状写真を示すことにより、適切な状況を提示し
た。○

事業の効果を過大に見せたり、悪化することが考え
られる要因を過小に見せたりせずに仮想的状況を設
定したか。

・アンケート調査において、事業実施前後のイメージ図を示
すことにより、状況を提示した。

○
事業を実施する場合としない場合（あるいは継続す
る場合と中止する場合）の両方の状況を示したか。

仮想的状況の設定

・支払いの意志の有無を「はい」、「いいえ」の２つの選択
肢から回答してもらう二項選択を、金額を変えて３回以上
問う「多段階二項選択方式」とした。

○
回答方式として二項選択方式を用いたか。回答方式の設定

･「税金」や「寄付金」と比べて先入観が小さく、抵抗感の
少ない「負担金」により支払う方法を問う設問とした。○

複数の支払手段を比較検討した上で、回答者にとっ
て分かりやすくバイアスの少ない支払手段を設定し
たか。

支払手段の設定

・環境の整備のために支払っても良いと考える金額である
「支払意思額（WTP）」を問う設問とした。

○
受入補償額ではなく支払意思額を尋ねたか。金額を尋ねる方法の設定③調査票の作成

・河川への関心が高い河川利用者だけではなく、一般の市民
を対象としているため、地域の意見として代表することが
できるWEB調査とした。

○
複数の調査方法を比較検討した上で、母集団に対す
る偏りが少ない調査方法を設定したか。

調査方法の設定

・本調査結果における事業箇所を認知している者の来訪頻度
を踏まえて対象範囲を設定した。○

既存の調査事例やプレテストの結果等をもとに便益
の集計範囲を予想した上で、その範囲を含むように
調査範囲を設定したか。

調査範囲の設定②調査方法の

設定

・事業の種類が自然再生事業であり、非利用価値であることから、
ＣＶＭで実施した。

○
複数の便益計測手法を比較検討した上で、ＣＶＭの
適用が妥当だと判断したか。

ＣＶＭ適用可否の検討①ＣＶＭ適用

可否の検討

備 考check
最低限確認すべき事項

（チェックポイント）
内 容手順

ＣＶＭ調査チェックリスト



集計範囲の決定

■河川への関心が高い河川利用者だけではな
く、一般の市民を対象としており、地域の意
見として代表することができるインターネッ
トアンケートを実施。

■祓川を認知している者の来訪頻度の変化点で
ある10km範囲を支払い意思額の集計範囲に設定

■『地域の住民』の便益集計世帯は82,285世帯

ＣＶＭアンケートの対象区域

祓川の認知度の距離別構成
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支払意思額：ＷＴＰ

『地域の住民』のＷＴＰ

２１４．７円／月／世帯

『地域の住民』の年便益

年便益＝214.7円×１２ヶ月×82,285世帯
＝2.1億円／年

　WTP賛成率

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

WTP（円／月・世帯）

WTP賛成率

実測値

推定曲線

WTP平均値
　214.7円/世帯・月



【費用便益算定シート・自然再生完了個別箇所「祓川流量改善自然再生」】 （様式－２）
基準（評価）年度 2010(H22)
共用年度 2008(H20)
社会的割引率 4%

(単位：百万円）
年度 デフ 割引 便益：Ｂ 費用：Ｃ

レータ 率 便益① 残存価値② 計 建設費③ 維持管理費④ 計③＋④
ｔ 西暦 便益 実質価格 現在価値 実質価格 現在価値 （①＋②） 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値

整備期間 -3 2007 1.027 1.125 45 46 52 45 46 52
-2 2008 1.001 1.082 212 212 229 229 1.8 1.8 1.9 1.8 1.8 1.9
-1 2009 1.000 1.040 212 212 220 220 1.8 1.8 1.9 1.8 1.8 1.9
0 2010 1.000 1.000 212 212 212 212 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8
1 2011 1.000 0.962 212 212 204 204 1.8 1.8 1.7 1.8 1.8 1.7
2 2012 1.000 0.925 212 212 196 196 1.8 1.8 1.7 1.8 1.8 1.7
3 2013 1.000 0.889 212 212 188 188 2.8 2.8 2.5 2.8 2.8 2.5
4 2014 1.000 0.855 212 212 181 181 1.8 1.8 1.5 1.8 1.8 1.5
5 2015 1.000 0.822 212 212 174 174 1.8 1.8 1.5 1.8 1.8 1.5
6 2016 1.000 0.790 212 212 167 167 2.8 2.8 2.2 2.8 2.8 2.2
7 2017 1.000 0.760 212 212 161 161 1.8 1.8 1.4 1.8 1.8 1.4
8 2018 1.000 0.731 212 212 155 155 1.8 1.8 1.3 1.8 1.8 1.3
9 2019 1.000 0.703 212 212 149 149 2.8 2.8 2.0 2.8 2.8 2.0
10 2020 1.000 0.676 212 212 143 143 1.8 1.8 1.2 1.8 1.8 1.2
11 2021 1.000 0.650 212 212 138 138 1.8 1.8 1.2 1.8 1.8 1.2
12 2022 1.000 0.625 212 212 133 133 2.8 2.8 1.8 2.8 2.8 1.8
13 2023 1.000 0.601 212 212 127 127 1.8 1.8 1.1 1.8 1.8 1.1
14 2024 1.000 0.577 212 212 122 122 1.8 1.8 1.0 1.8 1.8 1.0
15 2025 1.000 0.555 212 212 118 118 2.8 2.8 1.6 2.8 2.8 1.6
16 2026 1.000 0.534 212 212 113 113 1.8 1.8 1.0 1.8 1.8 1.0
17 2027 1.000 0.513 212 212 109 109 1.8 1.8 0.92 1.8 1.8 0.92
18 2028 1.000 0.494 212 212 105 105 2.8 2.8 1.40 2.8 2.8 1.40
19 2029 1.000 0.475 212 212 101 101 1.8 1.8 0.86 1.8 1.8 0.86
20 2030 1.000 0.456 212 212 97 97 1.8 1.8 0.82 1.8 1.8 0.82
21 2031 1.000 0.439 212 212 93 93 2.8 2.8 1.24 2.8 2.8 1.24
22 2032 1.000 0.422 212 212 89 89 1.8 1.8 0.76 1.8 1.8 0.76
23 2033 1.000 0.406 212 212 86 86 1.8 1.8 0.73 1.8 1.8 0.73
24 2034 1.000 0.390 212 212 83 83 2.8 2.8 1.10 2.8 2.8 1.10
25 2035 1.000 0.375 212 212 80 80 1.8 1.8 0.68 1.8 1.8 0.68
26 2036 1.000 0.361 212 212 77 77 1.8 1.8 0.65 1.8 1.8 0.65
27 2037 1.000 0.347 212 212 74 74 2.8 2.8 0.98 2.8 2.8 0.98
28 2038 1.000 0.333 212 212 71 71 1.8 1.8 0.60 1.8 1.8 0.60
29 2039 1.000 0.321 212 212 68 68 1.8 1.8 0.58 1.8 1.8 0.58
30 2040 1.000 0.308 212 212 65 65 2.8 2.8 0.87 2.8 2.8 0.87
31 2041 1.000 0.296 212 212 63 63 1.8 1.8 0.53 1.8 1.8 0.53
32 2042 1.000 0.285 212 212 60 60 1.8 1.8 0.51 1.8 1.8 0.51
33 2043 1.000 0.274 212 212 58 58 2.8 2.8 0.78 2.8 2.8 0.78
34 2044 1.000 0.264 212 212 56 56 1.8 1.8 0.48 1.8 1.8 0.48
35 2045 1.000 0.253 212 212 54 54 1.8 1.8 0.46 1.8 1.8 0.46
36 2046 1.000 0.244 212 212 52 52 2.8 2.8 0.69 2.8 2.8 0.69
37 2047 1.000 0.234 212 212 50 50 1.8 1.8 0.42 1.8 1.8 0.42
38 2048 1.000 0.225 212 212 48 48 1.8 1.8 0.41 1.8 1.8 0.41
39 2049 1.000 0.217 212 212 46 46 2.8 2.8 0.61 2.8 2.8 0.61
40 2050 1.000 0.208 212 212 44 44 1.8 1.8 0.37 1.8 1.8 0.37
41 2051 1.000 0.200 212 212 42 42 1.8 1.8 0.36 1.8 1.8 0.36
42 2052 1.000 0.193 212 212 41 41 2.8 2.8 0.55 2.8 2.8 0.55
43 2053 1.000 0.185 212 212 39 39 1.8 1.8 0.33 1.8 1.8 0.33
44 2054 1.000 0.178 212 212 38 38 1.8 1.8 0.32 1.8 1.8 0.32
45 2055 1.000 0.171 212 212 36 36 2.8 2.8 0.48 2.8 2.8 0.48
46 2056 1.000 0.165 212 212 35 35 1.8 1.8 0.30 1.8 1.8 0.30
47 2057 1.000 0.158 212 212 33 0 0 33 1.8 1.8 0.28 1.8 1.8 0.28

合計 10,600 10,600 5,123 0 0 5,123 =B 45 46 52 106 106 51 151 152 103

総便益 (億円) Ｂ 51

総費用 (億円) Ｃ 1.0

費用便益比 Ｂ／Ｃ 51.0

純現在価値 Ｂ－Ｃ 50

経済的内部収益率 436.5%
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